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令和4年度教員免許状更新講習を実施する地区への連絡

（詳細は文科省HPよりご覧ください）

　令和4年度の変更点として、これまでの「必修」、「選択必修」・「選択」の3領域は撤廃する予定としています。ただし、提出書類【様式第4号】免許状更新講習認定申請書＜選択領域講習＞の内容は、これまで通りと大きく変更ありません。
　従って実施を予定している各地区は昨年同様に事務局校の態勢づくりを：当該学校長、副校長、教頭、事務局長等⇔各大学、研究機関等の講師陣と緊密な連携を図り従来の実験実習講習会にもまして慎重な対応をお願いします。

　ミスやトラブル等で訴訟等に持ち込まれた場合、(公財)全国学校農場協会での対応が迫られる事になります。

１．本公益財団の教員免許状更新講習の可否について

講習内容について文科省から可否の認定が下りるのは申請から約1カ月かかります。

本部から会員に実験実習講習会の案内書を3月に配布するには第2回目の申請の令和4年1月中旬には提出しなければならない関係から12月から1月初旬位には大学等との実施の詳細について最終結論を提出して戴くことになります。申請は本部でいたします。（文科省への第２回目の申請（書類必着）は令和4年1月14日（金）ですので、農場協会事務局へ1月7日（金）必着でお願いします。）

２．大学等へのお願いに必要な書類について

１）大学等との交渉で必要な書類がありましたら各地区の情況に合わせて作成していただき事務局に請求下されば作成の上、公印を押して送付いたします。（メールで送付してください）

２）[様式第4号]の認定申請書の作成について
　　（１）の基本的事項の入力は、おおむね本部事務局で入力済みです（空欄は入力
して下さい）。（２）講習内容（100～200字）並びに（３）担当講師については大学側へご依頼いただきご協議の上作成しご提出下さい。
３．講習会の講師について

１）農業技術研修を担当する講師の件については別紙（様式第４号選択）、の欄（２）及び（３）について記載頂き提出して下さい。（別紙記入例参照）

２）講習内容の欄は100字～200字でまとめて下さい。

３）送付文書③の担当講師（オ）※ 経歴を有さないに該当する場合は、当該者について経歴や業績等を用紙1枚（様式は任意）にまとめて提出して下さい。

４）文科省への第2回目の申請締め切りが令和4年1月14日（金）必着のため書類作成の都合上、1月7日（金）までには農場協会事務局に届くように厳守でお願い致します。

２回目の申請に間に合わないと4月募集が難しくなりますので提出の厳守をよろしくお願い致します。
４．教員免許状更新講習受講料について

過去に実施した地区では10,000円を徴収しております。各地区で実施する講習会の内容等から妥当な額を算定して提出して下さい。（これまで通り各地区10,000円徴収でお願いします。）

５．受講者の決定に関して

　１）公益財団法人全国学校農場協会としての事業であるため会員以外からの申し込みもあります。先着順を原則とし、定員に満たない場合は関係教科以外の教員の受講も認める。（申込期限を延長して、できる限り30名に近づけて下さい。）

　２）応募者が定員をオーバーした場合は教授側と適正な人数を協議して定める。

　３）受講希望者で3日間だけを希望する者は受講対象者としない。（5日間とする）
　４）免許状更新講習認定申請について仮に次期通常国会で法改正が認められた場合、法律が施行された以降は、教員免許状更新制は発展的解消され上記申請の途中での申請の受付ができなくなりますのでご注意下さい。この件について追って連絡いたします。

６．申請書類提出後の変更について

　　１）記載事項に変更があった場合は直ちに本部に報告をして下さい。（人数や講師等の変更については文科省に届けをしなければならないことから早急に連絡を下さい）。特に4月１日付人事異動による役職の変更にご注意下さい。
７．教員免許状更新受講決定者の申込書の送付（写し）

　　決定したすべての受講者申込書の写しを至急送って下さい。（令和4年6月3日までに封書、PDF、FAX等で提出して下さい。それ以降に申し込みがあった場合はその都度提出をお願い致します。）

８．修了後に提出していただく書類（締め切りは講習会修了２週間後までを厳守で）

　　①免許状更新講習受講申込書（本体）

　　②事前課題意識調査書

　　③免許状更新講習受講者評価書
　　④履修認定者一覧表（講師名と印。講師の記載はできる限り複数名にして下さい。）

様式は特に定めがありません（添付資料をご参照ください。）
９．必要書類は公益財団法人全国学校農場協会HPからダウンロードできます。

　　１）免許状更新講習受講申込書

　　２）事前課題意識調査書

　　３）免許状更新講習受講者評価書

10．出張の扱いについて

　　１）教員免許状更新講習にかかる費用は受講者負担になっているが、文科省は学校管理者が認めた出張であれば問題ないとしている。実験実習講習会は5日間行われており教員免許状更新講習は３日間、残り２日間は立派な研修であり公費での出張に値する。（校長会との連携を）
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